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議 案 第 ８ 号

（ 総  則 ）

第 １ 条   令和４年度柏原市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（ 業務の予定量 ）

第 ２ 条   業務の予定量は、次のとおりとする。

（ １ ）     整 備 人 口 人

（ ２ ） 　　年 間 有 収 水 量 千㎥

（ ３ ） 　　年 間 下 水 管 布 設 延 長 ｋｍ

（ ４ ） 　　主 要 な 建 設 改 良 事 業 千円

イ　管 渠 整 備 事 業 千円

ロ　ポ ン プ 場 等 整 備 事 業 千円

ハ　浄 化 槽 整 備 事 業 千円

ニ　流 域 下 水 道 建 設 負 担 金 千円

（ 収益的収入及び支出 ）

第 ３ 条   収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　収              　　　入

 第 １ 款 事　業　収　益 千円

第 １ 項 千円

第 ２ 項 千円営 業 外 収 益 ６５３,６９９

４２２,０５０

１５,１５８

３４,１９４

２,３２１,４２８

営 業 収 益 １,６６７,７２９

令和４年度　　柏原市下水道事業会計予算

６０,４８１

６,２８６

１.３

１,１７３,２１２

７０１,８１０

- 3 -



- 4 -

　　　　　支   　　       　    出

 第 １ 款 事　業　費 千円

第 １ 項 千円

第 ２ 項 千円

第 ３ 項 千円

（ 資本的収入及び支出 ）

第 ４ 条   

　２９，１１１千円及び当年度損益勘定留保資金　７７７，５０６千円 で補てんするものとする。）

　　　　　収              　　　入

 第 １ 款 資　本　的　収　入 千円

第 １ 項 千円

第 ２ 項 千円

第 ３ 項 千円

第 ４ 項 千円

第 ５ 項 千円

　　　　　支   　　       　    出

 第 １ 款 資　本　的　支　出 千円

　　第 １ 項 千円

　　第 ２ 項 千円

　　第 ３ 項 千円

企 業 債 償 還 金 １,３８４,００９

予 備 費 １,０００

分 担 金 及 び 負 担 金 １６,５０３

２,５６２,７７７

建 設 改 良 費 １,１７７,７６８

出 資 金 ４０５,５９１

国 庫 補 助 金 ２６４,７７６

府 補 助 金 １３３

予 備 費 １,０００

１,６９２,７０３

企 業 債 １,００５,７００

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（ 資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額

８７０，０７４千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ６３，４５７千円、過年度損益勘定留保資金

２,２４１,４３１

営 業 費 用 １,９６３,５５３

営 業 外 費 用 ２７６,８７８



（ 債務負担行為 ）

第 ５ 条   債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（ 企業債 ）

第 ６ 条   起債の目的、限度額、起債の方法、利率、借入先及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限度額 利率 借入先

公共下水道事業 ６４３,４００千円

３２,１００千円

３２７,１００千円

３,１００千円

令和5年度 ５００，０００千円

柏原市下水道施設包括的管理業務委託 令和4年度から令和7年度まで 事業執行に要する経費

償還の方法

普通貸借又は証券発行。
ただし、事業の進捗状
況により起債額の全部
又は一部を前借りする
ことができる。体裁調整
字

起債の目的

流域下水道事業

資本費平準化債

浄 化 槽 整 備
推  進  事  業

起債の方法

年5.0％
以　 内

政 府
地方公共団体
金 融 機 構
銀 行
そ の 他

４０年(据置期間を含む。)以
内に元利均等又は元金均等
で、年賦又は半年賦で償還す
る。ただし、都合により据置
期間及び償還期限を短縮し、
若しくは繰上償還又は借り換
えすることができる。調整字

柏原市水洗便所改造資金融資あっせんに
伴う金融機関に対する損失補償

融資実行日から償還完了日まで

柏原市水洗便所改造資金融資あっせん規程に
基づき、金融機関が当該融資を行ったことに
より損失が生じた場合、16,000千円の範囲内
でその損失を補償する。

浄化槽の維持管理に係る汚泥清掃経費 令和5年度から令和7年度まで 事業執行に要する経費

雨水ポンプ場設備更新工事委託

事      項 期      間 限  度  額

浄化槽の設置及び管理に係る経費 令和4年度から令和12年度まで 事業執行に要する経費
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（ 一時借入金 ）

第 ７ 条   一時借入金の限度額は、　９００，０００千円と定める。

（ 予定支出の各項の経費の金額の流用 ）

第 ８ 条   予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（ １ ） 営業費用

（ ２ ） 営業外費用

（ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 ）

第 ９ 条   

　金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（ １ ） 職員給与費 千円

（ 他会計からの出資金 ）

第１０条   

　２９３，４４７千円である。

２月１８日提出

   柏 原 市 長　　　　冨  宅  正  浩

地方公営企業法第１８条に基づき資本的支出の一部に充当するため、一般会計からこの会計へ出資を受ける金額は、

２２６,２９０

令和４年

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の



予算に関する説明書
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予 定 額 備 考

１ 事 業 収 益 ２,３２１,４２８

１ 営 業 収 益 １,６６７,７２９

１ 使 用 料 収 益 １,１６１,８８７ 公共下水道使用料、浄化槽使用料

２ 雨 水 処 理 負 担 金 ５０３,５４２ 雨水事業に対する一般会計からの負担金

３ そ の 他 営 業 収 益 ２,３００ 指定工事店登録手数料

２ 営 業 外 収 益 ６５３,６９９

１ 他 会 計 補 助 金 ８６,２４１ 一般会計からの補助金

２ 長 期 前 受 金 戻 入 ５５６,２７０ 繰延収益戻入分

３ 雑 収 益 １１,１８８ 負担金返還金、その他雑収益

令和４年度　　柏原市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　 　 　収　　　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位  千円）　

項 目款
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予 定 額 備 考

１ 事 業 費 ２,２４１,４３１

１ 営 業 費 用 １,９６３,５５３

１ 管 渠 費 ７３,８４５ 管渠等の維持管理に要する費用

２ ポ ン プ 場 費 １２２,５０７ 雨水ポンプ場の運転及び維持管理に要する費用

３ 浄 化 槽 費 ９,８６４ 浄化槽の維持管理に要する費用

流 域 下 水 道
維 持 管 理 費

５ 普 及 指 導 費 １９,７２２ 下水道の普及促進等に要する費用

６ 業 務 費 ３９,７０５ 下水道使用料等の調定収納業務に要する費用

７ 総 係 費 ４５,１５９ 事業活動の全般に関連する費用

８ 減 価 償 却 費 １,２７８,０７１ 固定資産の減価償却費

９ 資 産 減 耗 費 １０,７８０ 固定資産の除却費

款

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　 　 　支　　　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位  千円）　

項 目

４ 流域下水道の維持管理に係る負担金３６３,９００



２ 営 業 外 費 用 ２７６,８７８

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

３ 雑 支 出 その他営業外の費用

３ 予 備 費 １,０００

１ 予 備 費 １,０００

１９５

１ ２１２,７０８ 企業債及び一時借入金の利息

２ ６３,９７５ 消費税及び地方消費税納付額
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予 定 額 備 考

１ 資 本 的 収 入 １,６９２,７０３

１ 企 業 債 １,００５,７００

１ 企 業 債 １,００５,７００ 下水道事業及び浄化槽事業に伴う企業債

２ 出 資 金 ４０５,５９１

１ 出 資 金 ４０５,５９１ 一般会計からの出資金

３ 国 庫 補 助 金 ２６４,７７６

１ 国 庫 補 助 金 ２６４,７７６ 下水道整備及び浄化槽整備に伴う国庫補助金

４ 府 補 助 金 １３３

１ 府 補 助 金 １３３ 浄化槽整備に伴う府補助金

５ 分担金及び負担金 １６,５０３

１ 浄 化 槽 分 担 金 ５６８ 浄化槽分担金

２ 受 益 者 負 担 金 １０,９３５ 受益者負担金

３ 工 事 負 担 金 ５,０００ 工事負担金

款

資 本 的 収 入 及 び 支 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　 　 　収　　　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位  千円）　

項 目



予 定 額 備 考

１ 資 本 的 支 出 ２,５６２,７７７

１ 建 設 改 良 費 １,１７７,７６８

１ 管 渠 整 備 費 ７０１,８１０ 管渠等の整備に要する費用

２ ポンプ場等整備費 ４２２,０５０ 雨水ポンプ場施設等の整備に要する費用

３ 浄 化 槽 整 備 費 ９,３８７ 浄化槽の設置に要する費用

４ 建 設 負 担 金 ３４,１９４ 流域下水道の建設に係る負担金

５ 固 定 資 産 購 入 費 １０,３２７ 浄化槽及び公用車の購入費用

２ 企 業 債 償 還 金 １,３８４,００９

１ 企 業 債 償 還 金 １,３８４,００９ 企業債償還元金

３ 予 備 費 １,０００

１ 予 備 費 １,０００

款

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　 　 　支　　　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位  千円）　

項 目
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（単位  千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 73,842

減価償却費 1,278,071

貸倒引当金の増減額 253

賞与引当金の増減額 269

退職給付引当金の増減額 3,595

長期前受金戻入額 △ 556,270

支払利息 212,708

固定資産除却費 10,780

業務活動に伴う未収金の増減額 10,752

業務活動に伴う未払金の増減額 6,168

小計 1,040,168

利息の支払額 △ 212,708

業務活動によるキャッシュ・フロー 827,460

令和４年度　柏原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）



２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,010,865

無形固定資産の取得による支出 △ 50,311

国庫補助金等による収入 264,825

受益者負担金等による収入 15,526

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 780,825

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,005,700

建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出 △ 1,384,009

他会計からの出資による収入 405,591

財務活動によるキャッシュ・フロー 27,282

４　資金増減額 73,917

５　資金期首残高 206,644

６　資金期末残高 280,561
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１．　総　　　括

区   分

本 年 度

前 年 度

比 較

3

1,034

8,808 2,467 2,927 3,040 7,939

　　２　（　）内には、短時間勤務職員（地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十八条の五第一項に規定する短時間勤務の職
　　　　を占める職員をいう。）及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占め
　　　　る職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員の合計について外書きしている。

(注)１  報酬又は給料をもって支弁される職員で予算の積算の基礎となったものについて記載している。

300 △ 456 △ 214 △ 575 140

2,253 2,352 3,180 8,973

4,692 11,444 26,653 19,810 5,500

8,352

管理職
手当

通勤手当 住居手当 児童手当
退職

給付費

4,836 10,959 26,403 19,444 5,800

手
当
の

内
訳

扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当
時間外
勤務手当

144 △ 485 △ 250 △ 366

△ 1
比 較

(1)
90 △ 1,272 △ 728 △ 1,910 △ 1,309 △ 3,219

229,509
24

(0)
0 98,873 93,280 192,153 37,356

190,243 36,047 226,290
23

法定福利費
(千円)手   当

92,552

前 年 度

本 年 度 3

一般職 報   酬

0

(1)
90 97,601

給与費明細書

区　　　分
職 員 数 ( 人 ) 給　　　与　　　費　　　(千円)　　 合    計

(千円)特別職 給   料 計



イ．　会計年度任用職員以外の職員

区   分

本 年 度

前 年 度

比 較

ロ．　会計年度任用職員

区   分

本 年 度

前 年 度

比 較

(注)１　この表は、会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載している。

140 308 0 124

124

0 0 0 0

　　２　（　）内には、短時間勤務職員（地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十八条の五第一項に規定する短時間勤務の
        職を占める職員をいう。）について外書きしている。

2,307

手
当
の
内
訳

地域手当 期末手当
時間外

勤務手当 通勤手当

140 308 0

比 較 - 1,399 572 1,971 336

前 年 度 - 0 0 0 0 0

336 2,307本 年 度 - 1,399 572(1) 00 1,971

報   酬 給   料 手   当 計
区　　　分

一般職

19,810

通勤手当 住居手当 児童手当
退職

給付費

職 員 数 ( 人 ) 給　　　与　　　費　　　(千円) 法定福利費
(千円)

合    計
(千円)特別職

144 △ 625 △ 558 △ 366

時間外
勤務手当

管理職
手当

8,808

8,352

11,444 26,653 2,927 3,040 7,939

手
当
の
内
訳

扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

300 △ 456

4,692

2,129 2,352 3,180 8,973

△ 338 △ 575 140 1,034

2,467

3 (0) △ 1

5,500

4,836 10,819 26,095 19,444 5,800

比 較 90 △ 2,671 △ 1,300 △ 3,881 △ 1,645 △ 5,526

37,356 229,509前 年 度 0 98,873 93,280 192,153

35,711 223,983

(注)１　この表は、会計年度任用職員以外の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載している。

　　２　（　）内には、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の
        一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きしている。

本 年 度 90 96,202 91,980 188,272

報   酬 給   料 手   当 計
区　　　分

職 員 数 ( 人 ) 給　　　与　　　費　　　(千円) 法定福利費
(千円)

合    計
(千円)特別職 一般職

3 (0) 23

0 (0) 24

0 0(0)

0 (1) 0
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２．　給料及び手当の増減額の明細

(単位  千円)

区 分 増減額

給 与 改 定 に 　給与改定の状況
伴 う 増 加 分 　令和３年度改定率　改定なし

　平均昇給率
　昇給職員数  （昇給期）  （昇給人数）

　　１月　　　  ２１人

そ の 他 の
増 減 分

制 度 改 正 に
伴 う 増 減 分

扶養手当 １４４
地域手当 △４８５
期末手当 △２５０
勤勉手当 △３６６

そ の 他 の 時間外勤務手当 ３００
増 減 分 管理職手当 △４５６

通勤手当 △２１４
住居手当 △５７５
児童手当 １４０
退職給付費 １,０３４

　　　　　２．１％
給 料 △１,２７２

増減事由別内訳 説　　明 備　　　　　考

０

昇 給 に 伴 う
増 加 分

△７２８手 当

０

△７２８

△２,９４６

１,６７４



３．　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

（２）初  任  給

区　　　　　　　　分 事 務 ・ 技 術 職

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 ３１９,１２４円

平 均 給 与 月 額 ４１６,３３８円

平 均 年 齢 ４１.２歳

一 般 会 計 の 制 度

平 均 年 齢 ４０.４歳

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 ３０９,７２９円

平 均 給 与 月 額 ４００,４７４円

一 般 行 政 職

１５４,９００円

１８８,７００円

事 務 ・ 技 術 職

１５４,９００円

１８８,７００円

区　　　　　分

高　　校　　卒

大　　学　　卒
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（３）等級別職員数

等　　級 職員数(人) 構成比(％)

特 １ 等 級 ０ ０

特 ２ 等 級 １ ４.８

１ 等 級 １ ４.８

２ 等 級 ６ ２８.５

３ 等 級 ５ ２３.８

４ 等 級 ７ ３３.３

５ 等 級 １ ４.８

６ 等 級 ０ ０

計 ２１ １００.０

特 １ 等 級 ０ ０

特 ２ 等 級 １ ４.４

１ 等 級 １ ４.４

２ 等 級 ５ ２１.７

３ 等 級 ７ ３０.４

４ 等 級 ７ ３０.４

５ 等 級 ２ ８.７

６ 等 級 ０ ０

計 ２３ １００.０

区　　　　分
事 務 ・ 技 術 職

区　　分 事務・技術職

特１等級 部　　　 長

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

特２等級 次　　　 長

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在
１ 等 級 課　　　 長

２ 等 級 課 長 補 佐

６ 等 級 主　　 　事

係 長・主 任３ 等 級

４ 等 級 主　　 　務

５ 等 級 主　　 　事



（４）期末手当・勤勉手当

支 給 率 計
（月分）

(２.３５)
４.４５

(２.３５)
４.４５

一般会計の制度 同　じ

（５）その他の手当

同　　　　じ

同　　　　じ

同　　　　じ

住 居 手 当

通 勤 手 当

区 分

扶 養 手 当

地 域 手 当

同　じ 同　じ 同　じ

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　　　じ

前 年 度
(１.１７５) (１.１７５) ( )内は、再任用職員の
２.２２５ ２.２２５  支給率

有

本 年 度
(１.１７５) (１.１７５) ( )内は、再任用職員の
２.２２５ ２.２２５  支給率

有

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 職制上の段階、職務の

備    考
６月（月分） １２月（月分） 等級による加算措置
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（単位  千円）

限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額

令和2年度から
令和3年度まで

令和4年度から
令和5年度まで

令和4年度から
令和6年度まで

平成25年度から
令和3年度まで

令和2年度から 令和4年度から
令和3年度まで 令和7年度まで

令和4年度から
令和10年度まで

企業債等雨水ポンプ場設備更新工事 565,000 ― ― 令和4年度 213,000

営業収益等

浄化槽の維持管理に係る汚
泥清掃経費

事業執行に
要する経費

― ― 令和4年度 限度額に同じ 営業収益等

複写機使用料 500 ― ― 令和4年度 500

国分市場第2雨水ポンプ場
新設事業用地取得費

国分市場第2雨水ポ
ンプ場新設事業予定
区域内の用地先行取
得に要する額及びこ
れに付帯する事務費
及び利子所要額

令和元年度から
0 限度額に同じ 未定

令和3年度まで

158,840 営業収益等
国分第2雨水ポンプ場ほか
運転管理等業務

293,700 91,960

浄化槽の設置及び管理に係
る経費

事業執行に
要する経費

117,226 令和4年度 限度額に同じ 営業収益・企業債等

営業収益等

16,000 ― ―
貸付残高とそれに
付帯する利子所要額 営業収益等

柏原市水洗便所改造資金融
資あっせんに伴う金融機関
に対する損失補償

16,000 0 令和4年度
貸付残高とそれに
付帯する利子所要額 営業収益等

16,000 令和3年度 0
貸付残高とそれに
付帯する利子所要額

債務負担行為に関する調書

事　　　項

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払

左の財源内訳義 務 発 生 見 込 額 義 務 発 生 予 定 額



限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額

令和5年度から
令和7年度まで

令和4年度から
令和12年度まで

令和4年度から
令和7年度まで

企業債等
雨水ポンプ場設備更新工事
委託

500,000 ― ― 令和5年度 500,000

柏原市下水道施設包括的
管理業務委託

事業執行に
要する経費

― ― 限度額に同じ 営業収益等

浄化槽の設置及び管理に係
る経費

事業執行に
要する経費

― ― 限度額に同じ 営業収益・企業債等

浄化槽の維持管理に係る汚
泥清掃経費

事業執行に
要する経費

― ― 限度額に同じ 営業収益等

事　　　項

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払

左の財源内訳義 務 発 生 見 込 額 義 務 発 生 予 定 額
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（単位  千円）

１

(１) 1,058,969

(２) 472,359

(３) 100 1,531,428

２

(１) 48,266

(２) 102,560

(３) 7,766

(４) 317,682

(５) 11,807

(６) 30,995

(７) 35,755

(８) 1,256,045

(９) 806 1,811,682

280,254

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

使 用 料 収 益

雨 水 処 理 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

浄 化 槽 費

流域下水道維持管理費

普 及 指 導 費

営 業 損 失

令和３年度　柏原市下水道事業予定損益計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用



３

(１) 0

(２) 70,866

(３) 545,906

(４) 20,213 636,985

４

(１) 230,117

(２) 13,766 243,883 393,102

112,848

当　年　度　純　利　益 112,848

358,468

471,316

支払利息及び企業債取扱諸費

当年度未処分 利益 剰余 金 ○

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

雑 支 出

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 ○

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

- 25 -



- 26 -

（単位  千円）

１

(１) 有形固定資産

イ 1,186,892

ロ 311,183

△ 97,298 213,885

ハ 36,739,208

△ 7,654,808 29,084,400

ニ 2,106,871

△ 891,753 1,215,118

ホ 739

△ 665 74

ヘ 1,104

△ 81 1,023

ト 349,066

32,050,458

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

令和３年度　柏原市下水道事業予定貸借対照表

車 両 及 び 運 搬 具

（令和４年３月３１日）

資  　産 　 の　  部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

土 地

建 物

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

工 具 器 具 及 び 備 品

減価償却累計額

減価償却累計額



(２) 無形固定資産

イ 2,794,863

ロ 1,882

2,796,745

34,847,203

２

(１) 現金預金 206,644

(２) 未収金 219,812

貸倒引当金 △ 74 219,738

426,382

35,273,585

流 動 資 産 合 計

施 設 利 用 権

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
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３

(１) 企業債

イ
14,326,139

14,326,139

(２) 引当金

イ 51,872

51,872

14,378,011

４

(１) 一時借入金 0

(２) 企業債

イ
1,384,009

1,384,009

(３) 未払金 325,138

(４) 引当金

イ 17,507

17,507

(５) 預り金 2,754

1,729,408

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

負 　 債　  の 　 部

退 職 給 付 引 当 金

建設改良等の財 源に
充てるための企 業債

企 業 債 合 計

固 定 負 債

流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

建設改良等の財 源に
充てるための企 業債



５

(１) 長 期 前 受 金 18,838,525

収益化累計額 △ 4,171,348

14,667,177

30,774,596

６ 3,453,657

７

(１) 資本剰余金

イ 573,295

ロ 721

574,016

(２) 利益剰余金

イ 471,316

471,316

1,045,332

4,498,989

35,273,585

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

国 庫 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 合 計

資 　 本 　 の  　部

資 本 金

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益
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（単位  千円）

１

(１) 有形固定資産

イ 1,186,892

ロ 313,208

△ 108,266 204,942

ハ 37,387,908

△ 8,665,097 28,722,811

ニ 2,618,523

△ 989,888 1,628,635

ホ 4,881

△ 702 4,179

ヘ 1,104

△ 174 930

ト 286,931

32,035,320

車 両 及 び 運 搬 具

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

減価償却累計額

建 物

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

令和４年度　柏原市下水道事業予定貸借対照表
（令和５年３月３１日）

資  　産 　 の　  部

固 定 資 産

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

工 具 器 具 及 び 備 品

減価償却累計額



(２) 無形固定資産

イ 2,676,693

ロ 1,882

2,678,575

34,713,895

２

(１) 現金預金 280,561

(２) 未収金 209,667

貸倒引当金 △ 327 209,340

489,901

35,203,796

無 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３

(１) 企業債

イ
14,006,440

14,006,440

(２) 引当金

イ 55,467

55,467

14,061,907

４

(１) 一時借入金 0

(２) 企業債

イ
1,325,399

1,325,399

(３) 未払金 384,448

(４) 引当金

イ 18,121

18,121

(５) 預り金 2,754

1,730,722流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

建設改良等の財 源に
充てるための企 業債

企 業 債 合 計

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

負  　債  　の 　 部

固 定 負 債

企 業 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

建設改良等の財 源に
充てるための企 業債



５

(１) 長 期 前 受 金 19,128,704

収益化累計額 △ 4,695,959

14,432,745

30,225,374

６ 3,859,248

７

(１) 資本剰余金

イ 573,295

ロ 721

574,016

(２) 利益剰余金

イ 545,158

545,158

1,119,174

4,978,422

35,203,796

利 益 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益

資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

剰 余 金 合 計

資 　 本　  の　  部

資 本 金

剰 余 金
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参 考 資 料
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節 予   定   額

１ 事 業 収 益 2,321,428

１ 営 業 収 益 1,667,729

１ 使 用 料 収 益 1,161,887

公共下水道使用料 1,159,524 公共下水道使用料 1,159,524

浄 化 槽 使 用 料 2,363 浄化槽使用料 2,363

２ 雨水処理負担金 503,542

雨 水 処 理 負 担 金 503,542 雨水処理負担金 503,542

３ その他営業収益 2,300

指定工事店登録手数料 2,300

２ 営 業 外 収 益 653,699

１ 他 会 計 補 助 金 86,241

他 会 計 補 助 金 86,241 他会計補助金 86,241

２ 長期前受金戻入 556,270

有 形 固 定 資 産
長 期 前 受 金 戻 入

無 形 固 定 資 産
長 期 前 受 金 戻 入

項

手 数 料

有形固定資産長期前受金戻入

令和４年度　　柏原市下水道事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 　 　　　 　収  　　 　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　      （単位  千円）

説 明

537,615

款 目

18,65518,655

537,615

2,300

無形固定資産長期前受金戻入
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節 予   定   額

３ 雑 収 益 11,188

延 滞 金 10 延滞金 10

下水道敷占用料 39

流域下水道負担金返還金 10,189

下水道台帳複写代等 950

そ の 他 雑 収 益 11,178

説 明款 項 目



節 予   定   額

１ 事 業 費 2,241,431

  １ 営 業 費 用 1,963,553

１ 管 渠 費 73,845

給 料 8,637 職員(３人) 8,637

扶養手当 438

地域手当 908

期末手当 1,609

勤勉手当 970

時間外勤務手当 750

管理職手当 504

通勤手当 231

住居手当 336

児童手当 180

賞与引当金繰入額 1,350 賞与引当金繰入額 1,350

共済組合負担金 2,479

公務災害補償基金負担金 25

会計年度任用職員社会保険料負担金 336

旅 費 17 普通旅費 17

被 服 費 50 被服交換貸与分 50

備品 348

消耗品 235

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 　 　　　 　支  　　 　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　      （単位  千円）

款 項 目

5,926

2,840

583備 消 品 費

法 定 福 利 費

説 明

手 当 等
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節 予   定   額款 項 目 説 明

車両用燃料 70

発電機用燃料 16

電気料金 168

水道料金 9

印 刷 製 本 費 132 図面印刷等 132

電話料金 339

回線使用料 924

     施設管理業務委託料 150

下水道台帳更新業務等委託料 5,813

手 数 料 10 リサイクル手数料 10

軌道敷占用料 290

緊急用車両等借上料 589

下水道施設等修繕 7,352

車両修繕 20

路 面 復 旧 費 10,347 管渠等補修跡路面復旧 10,347

動 力 費 3,202 マンホールポンプ電気料金 3,202

材 料 費 1,533 補修用材料 1,533

工 事 費 9,412 管渠等浚渫清掃工事 9,412

研 修 費 34 職員研修費 34

保 険 料 25 自賠責保険料 25

公 租 公 課 費 7 自動車重量税 7

柏原市下水道施設包括的管理業務に
係る支援業務委託料

14,000

燃 料 費 86

修 繕 費 7,372

委 託 料 19,963

通 信 運 搬 費 1,263

光 熱 水 費 177

賃 借 料 879



節 予   定   額款 項 目 説 明

２ ポ ン プ 場 費 122,507

給 料 8,392 職員(２人) 8,392

扶養手当 558

地域手当 881

期末手当 1,571

勤勉手当 1,170

時間外勤務手当 500

管理職手当 552

通勤手当 154

住居手当 336

賞与引当金繰入額 1,635 賞与引当金繰入額 1,635

共済組合負担金 2,911

公務災害補償基金負担金 23

旅 費 13 普通旅費 13

被 服 費 34 被服交換貸与分 34

消耗品 217

車両用燃料 80

重油 1,000

電気料金 116

ガス料金 102

水道料金 141

公共下水道使用料 139

電話料金 205

回線使用料 243

燃 料 費 1,080

光 熱 水 費 498

法 定 福 利 費 2,934

通 信 運 搬 費

備 消 品 費 217

448

5,722手 当 等
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節 予   定   額款 項 目 説 明

保守点検業務委託料 33,684

施設管理業務委託料 52,507

リサイクル手数料 10

事業系一般廃棄物処理手数料 21

賃 借 料 348 土地借上料 348

下水道施設等修繕 8,024

車両修繕 48

動 力 費 6,860 ポンプ施設電気料金 6,860

保 険 料 25 自賠責保険料 25

公 租 公 課 費 7 自動車重量税 7

３ 浄 化 槽 費 9,864

報 酬 90 浄化槽整備推進事業審議会委員報酬 90

保守点検業務委託料 2,838

浄化槽清掃業務委託料 5,922

修 繕 費 547 浄化槽施設等修繕 547

材 料 費 278 補修用材料 278

補 助 交 付 金 14 水洗便所改造資金融資あっせん利子補給 14

負 担 金 145 浄化槽使用料徴収負担金 145

保 険 料 29 全国市有物件災害共済会保険料等 29

４ 流 域 下 水 道 363,900

維 持 管 理 費 負 担 金 363,900 流域下水道維持管理負担金 363,900

委 託 料 86,191

1 1

委 託 料 8,760

補 償 費

手 数 料 31

修 繕 費 8,072

水洗便所改造資金融資あっせん
損失補償に伴う代位弁済金



節 予   定   額款 項 目 説 明

５ 普 及 指 導 費 19,722

給 料 7,146 職員(２人) 7,146

扶養手当 438

地域手当 803

期末手当 1,354

勤勉手当 1,009

時間外勤務手当 600

管理職手当 504

通勤手当 245

児童手当 420

賞与引当金繰入額 1,404 賞与引当金繰入額 1,404

共済組合負担金 2,366

公務災害補償基金負担金 18

旅 費 18 普通旅費 18

被 服 費 34 被服交換貸与分 34

消耗品 226

印 刷 製 本 費 22 排水設備関係諸用紙印刷費 22

通 信 運 搬 費 241 郵送料等 241

委 託 料 1,712 水質分析業務委託料 1,712

水洗便所改造助成金 850

生活扶助世帯水洗便所設置補助金 261

水洗便所改造資金融資あっせん利子補給 50

1
水洗便所改造資金融資あっせん
損失補償に伴う代位弁済金

1

手 当 等

法 定 福 利 費

5,373

2,384

補 助 交 付 金

補 償 費

1,161

備 消 品 費 226
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節 予   定   額款 項 目 説 明

６ 業 務 費 39,705

給 料 4,504 職員(１人) 4,504

扶養手当 420

地域手当 548

期末手当 837

勤勉手当 623

管理職手当 552

通勤手当 24

児童手当 320

賞与引当金繰入額 874 賞与引当金繰入額 874

共済組合負担金 1,571

公務災害補償基金負担金 13

報 償 費 1,616 納期前納付報奨金 1,616

旅 費 9 普通旅費 9

被 服 費 25 被服交換貸与分 25

備 消 品 費 19 消耗品 19

印 刷 製 本 費 27 図面印刷等 27

通 信 運 搬 費 148 郵送料等 148

手 数 料 1 金融機関照会手数料 1

下水道使用料徴収負担金 27,312

受益者負担金電算業務負担金 262

3,324

法 定 福 利 費 1,584

負 担 金 27,574

手 当 等



節 予   定   額款 項 目 説 明

７ 総 係 費 45,159

給 料 15,520 職員(４人) 15,520

扶養手当 276

地域手当 1,630

期末手当 2,556

勤勉手当 1,905

時間外勤務手当 1,200

管理職手当 1,008

通勤手当 348

住居手当 672

児童手当 180

賞与引当金繰入額 2,657 賞与引当金繰入額 2,657

共済組合負担金 5,005

公務災害補償基金負担金 35

退 職 給 付 費 4,689 退職給付費 4,689

普通旅費 36

特別旅費 61

被 服 費 92 被服交換貸与分及び異動職員分 92

備品 45

消耗品 259

印 刷 製 本 費 182 予算書・決算書等印刷製本費 182

通 信 運 搬 費 23 郵送料等 23

健康診断委託料 237

賃 借 料 1,157 複写機使用料 1,157

修 繕 費 50 器具・備品修繕 50

法 定 福 利 費 5,040

手 当 等 9,775

委 託 料 237

旅 費 97

304備 消 品 費
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節 予   定   額款 項 目 説 明

日本下水道協会負担金 187

大阪府下水道協会負担金 16

大阪府下水道事業促進協議会負担金 20

負 担 金 4,125 他会計負担金 4,125

職 員 厚 生 費 66 職員福利厚生費 66

研 修 費 83 職員研修費 83

全国市有物件災害共済会保険料 255

日本下水道協会賠償責任保険料 157

貸倒引当金繰入額 327 貸倒引当金繰入額 327

雑 費 100 雑費 100

８ 減 価 償 却 費 1,278,071

建物 10,983

構築物 1,011,751

機械及び装置 105,951

車両及び運搬具 37

工具器具及び備品 93

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

９ 資 産 減 耗 費 10,780

固 定 資 産 除 却 費 10,780 固定資産除却費 10,780

223

149,256

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

保 険 料 412

施設利用権 149,256

会 費 負 担 金

1,128,815



節 予   定   額款 項 目 説 明

２ 営 業 外 費 用 276,878

１ 支 払 利 息 及 び 212,708

企業債取扱諸費 企 業 債 利 息 212,618 企業債利息 212,618

一 時 借 入 金 利 息 90 一時借入金利息 90

２ 消 費 税 及 び 63,975

地 方 消 費 税
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

３ 雑    支    出 195

そ の 他 雑 支 出 195

３ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

予 備 費 1,000

消費税及び地方消費税納付額 63,97563,975
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節 予   定   額

１ 資 本 的 収 入 1,692,703

１ 企 業 債 1,005,700

１ 企 業 債 1,005,700

公共下水道事業債 643,400

流域下水道事業債 32,100

資本費平準化債 327,100

浄化槽整備推進事業債 3,100

２ 出 資 金 405,591

１ 出 資 金 405,591

出 資 金 405,591 一般会計出資金 405,591

３ 国 庫 補 助 金 264,776

１ 国 庫 補 助 金 264,776

下 水 道 費
国 庫 補 助 金

浄 化 槽 費
国 庫 補 助 金

４ 府 補 助 金 133

１ 府 補 助 金 133

浄化槽費府補助金 133 大阪府浄化槽整備事業費府費補助金 133

企 業 債 1,005,700

1,776

263,000 社会資本整備総合交付金

循環型社会形成推進交付金

263,000

1,776

目項款

資 本 的 収 入 及 び 支 出

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 　 　　　 　収  　　 　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　      （単位  千円）

説 明



節 予   定   額

５ 分 担 金 及 び 16,503

負 担 金 １ 浄 化 槽 分 担 金 568

浄 化 槽 分 担 金 568 浄化槽分担金 568

２ 受 益 者 負 担 金 10,935

受 益 者 負 担 金 10,935 受益者負担金 10,935

３ 工 事 負 担 金 5,000

工 事 負 担 金 5,000 工事負担金 5,000

款 項 目 説 明
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節 予   定   額

１ 資 本 的 支 出 2,562,777

１ 建 設 改 良 費 1,177,768

１ 管 渠 整 備 費 701,810

給 料 37,384 職員(８人) 37,384

扶養手当 1,866

地域手当 4,379

期末手当 6,789

勤勉手当 5,059

時間外勤務手当 1,300

管理職手当 4,176

通勤手当 871

住居手当 672

児童手当 1,540

賞与引当金繰入額 7,084 賞与引当金繰入額 7,084

共済組合負担金 12,628

公務災害補償基金負担金 97

退 職 給 付 費 3,765 退職給付費 3,765

旅 費 81 普通旅費 81

被 服 費 111 被服交換貸与分 111

備品 17

消耗品 487

手 当 等 26,652

法 定 福 利 費 12,725

備 消 品 費 504

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 　 　　　 　支  　　 　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　      （単位  千円）

款 説 明目項



節 予   定   額款 説 明目項

燃 料 費 140 車両用燃料 140

印 刷 製 本 費 610 図面印刷等 610

家屋調査等業務委託料 13,620

管渠地下埋設物調査業務委託料 18,500

管渠測量設計業務委託料 60,500

スクリーニング調査等業務委託料 62,397

下水道法事業計画変更業務 13,000

リサイクル手数料 10

駐車場借上料 800

積算システム賃借料 3,561

会場借上料 10

修 繕 費 68 車両等修繕 68

地下埋設物移設補償 70,874

物件補償 3,000

汚水管渠築造工事 347,000

公共汚水桝設置工事 9,000

路面復旧工事 2,400

マンホールポンプ等改良工事 7,844

職 員 厚 生 費 66 職員福利厚生費 66

研 修 費 72 職員研修費 72

保 険 料 25 自賠責保険料 25

公 租 公 課 費 7 自動車重量税 7

手 数 料

168,017

73,874

委 託 料

賃 借 料 4,371

10

補 償 費

工 事 費 366,244
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節 予   定   額款 説 明目項

２ ポ ン プ 場 等 422,050

整 備 費 給 料 12,178 職員(３人) 12,178

扶養手当 840

地域手当 1,339

期末手当 2,278

勤勉手当 1,697

時間外勤務手当 750

管理職手当 1,056

通勤手当 332

児童手当 540

賞与引当金繰入額 2,374 賞与引当金繰入額 2,374

共済組合負担金 4,233

公務災害補償基金負担金 32

旅 費 20 普通旅費 20

被 服 費 50 被服交換貸与分 50

備 消 品 費 30 消耗品 30

燃 料 費 70 車両用燃料 70

印 刷 製 本 費 40 図面印刷等 40

雨水ポンプ場設備更新工事委託料 90,000

雨水ポンプ場等実施設計業務委託料 86,000

管渠地下埋設物調査業務委託料 2,100

手 数 料 10 リサイクル手数料 10

修 繕 費 20 車両修繕 20

物件補償 3,000

手 当 等 8,832

178,100委 託 料

補 償 費 3,000

法 定 福 利 費 4,265



節 予   定   額款 説 明目項

雨水ポンプ場設備更新工事 213,000

研 修 費 29 職員研修費 29

保 険 料 25 自賠責保険料 25

公 租 公 課 費 7 自動車重量税 7

３ 浄 化 槽 整 備 費 9,387

給 料 3,840 職員(１人) 3,840

地域手当 471

期末手当 711

勤勉手当 530

時間外勤務手当 700

通勤手当 48

住居手当 336

賞与引当金繰入額 743 賞与引当金繰入額 743

共済組合負担金 1,324

公務災害補償基金負担金 9

退 職 給 付 費 519 退職給付費 519

旅 費 11 普通旅費 11

被 服 費 25 被服交換貸与分 25

備 消 品 費 16 消耗品 16

印 刷 製 本 費 5 図面印刷等 5

工 事 費 93 水路等補修工事 93

職 員 厚 生 費 6 職員福利厚生費 6

法 定 福 利 費

手 当 等

工 事 費 213,000

1,333

2,796
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節 予   定   額款 説 明目項

４ 建 設 負 担 金 34,194

流域下水道建設負担金 34,194

５ 固定資産購入費 10,327

浄化槽 5,771

公用車 4,556

２ 企 業 債 償 還 金 1,384,009

１ 企 業 債 償 還 金 1,384,009

企 業 債 償 還 金 1,384,009 企業債償還元金 1,384,009

３ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

予 備 費 1,000

固 定 資 産 購 入 費 10,327

負 担 金 34,194



注  記

Ⅰ  重要な会計方針

１  固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数 建物(付属設備含む) １５～５０年

構築物 ２８～５０年

機械及び装置  ６～２０年

車両及び運搬具

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数 施設利用権 ４５年

２  引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

  職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

（２）賞与引当金

  職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支給（支払）

見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

４年
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（３）貸倒引当金

  債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等については回収の可能性を検討し、回収不能見積額を計上している。

３  消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ  予定貸借対照表等関連

１  企業債の償還に係る他会計の負担

  予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）

のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、　８７６，２０８千円　である。

２  引当金の取崩し

（１）退職給付引当金の取崩し

イ．令和４年度　予定　（令和５年３月３１日）

　退職手当として５，３７８千円を支給することとなったため、退職給付引当金５，３７８千円を取り崩した。

（２）賞与引当金の取崩し

イ．令和３年度　予定　（令和４年３月３１日）

　期末・勤勉手当（法定福利費を含む。）として　１４，６４０千円を支給することとなったため、賞与引当金

１４，６４０千円を取り崩した。

ロ．令和４年度　予定　（令和５年３月３１日）

　期末・勤勉手当（法定福利費を含む。）として　１７，５０７千円を支給することとなったため、賞与引当金

１７，５０７千円を取り崩した。



（３）貸倒引当金の取崩し

イ．令和３年度　予定　（令和４年３月３１日）

　債権の不納欠損による損失に　９３６千円を補てんすることとなったため、貸倒引当金　９３６千円を取り崩した。

ロ．令和４年度　予定　（令和５年３月３１日）

　債権の不納欠損による損失に　７４千円を補てんすることとなったため、貸倒引当金　７４千円を取り崩した。

Ⅲ  セグメント情報の開示

１  報告セグメントの概要

  本市下水道事業会計は、公共下水道事業及び浄化槽事業を運営しており、各事業で運営方針を決定していることから、

それらを報告セグメントとしている。

  なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

下水道計画区域内における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除

下水道計画区域外における、し尿・生活雑排水等の処理

公共下水道事業

浄化槽事業

事業の内容セグメント区分
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２  報告セグメントごとの予定営業収益等

Ⅳ  リース契約により使用する固定資産に関する注記

１  リース取引の処理方法

  本事業は中小規模の地方公営企業に該当し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理を行っている。

２  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 千円

１年超 千円

計 千円

１,５５９,９５５

△１３,４８１

合計

営 業 収 益

１,９１１,９８０

(単位  千円)

セ グ メ ン ト 負 債

セ グ メ ン ト 資 産 ３５,２０３,７９６

１５,６３０

△３４９,８７６営 業 利 益

１,８９６,３５０

８０,３７８

当　年　度（自　令和４年４月１日　至　令和５年３月３１日）

３５,０１３,９４９

公共下水道事業 浄化槽事業

営 業 費 用

７３,８４２

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

７,３６６

１４,６１９

３０,２２５,３７４

１０,７８８

１,１３５,４７０

２,１４９ １,５６２,１０４

９９５,３７４

△３３６,３９５

９７７,２０１

減 価 償 却 費

他会計繰入金そ
の
他
の
項
目

３０,１１７,６８５

経 常 利 益

７,５５２

固定資産の増加額 １,１２０,８５１

３,２３６

６,６４９１,２７１,４２２

１８９,８４７

△６,５３６

１８,１７３

１０７,６８９

４２１

６４５,３２６

２２８,５５３

６５２,６９２

２２８,９７４

１,２７８,０７１



.


